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１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 18 年 9月 30 日） 
(1) 連結経営成績              （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9月中間期 
17 年 9月中間期 

47,496 
101,076 

△53.0
0.8

△442
△1,507

―
―

△538
△1,962

―
―

18 年 3 月期 178,848 2,157 1,270

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 9月中間期 
17 年 9月中間期 

△597 
△3,456 

―
―

△4.34
△25.08

―
―

18 年 3 月期 △32,097 △233.04 ―
(注)①持分法投資損益   18 年 9 月中間期 33 百万円   17 年 9 月中間期 15 百万円   18 年 3 月期 △365 百万円 
     ②期中平均株式数(連結)  18 年 9 月中間期 137,846,340 株  17 年 9 月中間期 137,866,595 株  18 年 3 月期 137,861,078 株 

     ③会計処理の方法の変更   無 

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9月中間期 
17 年 9月中間期 

108,657 
222,493 

36,939
65,257

33.7 
29.3 

265.58
473.35

18 年 3 月期 124,127 37,584 30.3 272.44
(注)期末発行済株式数（連結）  18 年 9 月中間期 137,841,892 株  17 年 9 月中間期 137,861,681 株  18 年 3 月期 137,851,102 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

7,660 
5,457 

△429
△2,446

△8,036 
1,346 

9,106
21,854

18 年 3 月期 △21,218 14,713 △1,060 9,913
 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ８社   持分法適用非連結子会社数 ４社   持分法適用関連会社数 ２社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) ０社  (除外) ０社    持分法 (新規) ４社  (除外) １社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 128,000 2,600 2,400
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）    17 円   41 銭 

※ 上記の業績予想の数値は、現時点における事業環境に基づく把握可能な情報から判断したものであ

り、今後の事業環境の変化により、実際の業績とは大きく異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況
　　当社グループは、当社、子会社12社及び関連会社３社で構成され、無線通信機器の製造販売を主な内容とし、

　さらに各事業に関する装備・保守工事、研究及びその他の事業活動を展開しております。

　　当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

　無線通信装置、無線応用装置、電子応用装置、電子部品及び装備工事等は、主に当社が製造販売しております。

　製造について、一部製品は関連会社長野日本無線株式会社及び上田日本無線株式会社に委託しております。

　作業工程の一部については、子会社ジェイ・アール・シーエンジニアリング株式会社、武蔵野電機株式会社及び

日本無線硝子株式会社に委託しております。

　一部の製品は、子会社JRC DO BRASILを通じて販売しております。

　装備工事・保守サービスについては、その一部を子会社ジェイ・アール・シー特機株式会社、佐世保日本無線株

式会社、株式会社大阪日本無線サービス社、マリンテック株式会社、株式会社ジェイアールシーテクニカ、マリン

フォネット株式会社及び関連会社株式会社ジェイ・ツーが行っております。

　一部の部品は、子会社JAPAN RADIO COMPANY（HK）LIMITED を通じて調達しております。

　機器・部品の物流管理業務の一部を子会社総合ビジネスサービス株式会社が請負っております。

　　事業の系統図は次のとおりであります。

 
得          意          先 

子会社(海外) 
●JRC DO BRASIL 

当    社 

無線通信機器関連 

子会社(国内) 
 ジェイ・アール・シー特機㈱ 
 佐世保日本無線㈱ 
 ㈱大阪日本無線サービス社 
●マリンテック㈱ 
●㈱ジェイアールシーテクニカ 
●マリンフォネット㈱ 
関連会社 
 ㈱ジェイ・ツー 
 

子会社(国内) 
総合ビジネスサービス㈱ 

関連会社 
＊長野日本無線㈱ 
＊上田日本無線㈱ 

子会社(国内) 
 武蔵野電機㈱ 
 ジェイ・アール・シーエンジニア

リング㈱ 
 日本無線硝子㈱ 
  

装備・保守 

製
品 

製
品 

外
注
加
工 

部品・外注加工 

子会社(海外) 
 JAPAN RADIO COMPANY(HK) 
LIMITED 

装
備
・
保
守 

物
流
管
理
・
業
務
請
負 

部
品 

装
備
・
保
守 

製
品 

(製造・販売及び装備工事) 

物
流
管
理
・
業
務
請
負 

装
備
・
保
守 

　　注　●印は非連結子会社で持分法適用会社であります。

　　　　　なお、平成18年12月１日を効力発生日として、マリンフォネット㈱はマリンテック㈱を吸収合併する予定

　　　　であります。

　＊印は関連会社の内持分法適用会社であります。

　関連会社のうち、長野日本無線㈱が東証２部に上場しております。

　関連会社であったエフ・ジェイ・モバイルコア・テクノロジ㈱は平成18年８月30日に清算結了しております。
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２．経営方針
１．会社の経営の基本方針

　当社グループは、無線通信事業において独自技術の開発と高品質の製品作りを目指し、健全な事業活動を通じて豊

かな社会の実現に貢献することを経営基本方針としております。また、最先端技術の研究開発及び品質システム、環

境システム、リスクマネジメントシステムの確立により、お客様のニーズにお応えする価値ある製品とサービスの提

供を推進し、無限の創意を通じ国際的に信頼をいただける企業として事業展開を行ってまいります。

　なお、当社は前連結会計年度の下期において、無線通信事業への経営資源集中を目的として、当社の連結子会社で

ある新日本無線株式会社（半導体・マイクロ波管事業）とアロカ株式会社（医用電子機器事業）の株式を譲渡しまし

た。

２．会社の利益配分に関する基本方針

　利益配分につきましては、会社の業績や企業体質の強化等を勘案し、長期的な視野に立って安定した配当を継続す

ることを基本方針としております。

　当社においては、収益を安定的に出せる企業体質の構築へ向けた諸施策を引き続き推進中でありますが、現下の業

績状況に鑑み、誠に遺憾ながら中間配当の実施を見送らせていただきたく存じます。

　通期（平成19年３月期）につきましては今後の業績動向を踏まえて、総合的に検討させていただきたいと思いま

す。

　内部留保金の使途につきましては、今後の事業成長を中・長期的に促進するための設備投資及び研究開発投資等に

有効活用するとともに、効率的な連結経営を実現するための体制整備に必要となる資金需要に備えて、当社グループ

全体での業績向上に努めてまいります。

　なお、当社は平成18年６月29日に開催の定時株主総会において、資本政策の柔軟性と株主に対する利益還元の機動

性を高めることを目的として、利益準備金の全額及び資本準備金の一部を取り崩す決議をしました。

３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等

　投資単位の引き下げは、証券市場の活性化や投資家層の拡大、株式の流動性向上に資するものと認識しております。

当社といたしましては、今後の株価動向や引き下げの効果等を総合的に勘案して慎重に対処してまいりたいと考えて

おります。

４．目標とする経営指標

　当社グループは、企業価値を高めるため、キャッシュ・フローを重視した経営に努めております。当連結会計年度

も、有利子負債・たな卸資産の圧縮や売上債権の早期回収、事業投資選択等を徹底し、さらなるキャッシュ・フロー

の創出に努めてまいります。

　また、株主重視の姿勢を明らかにするためROEを経営指標に定めており、連結ROEにつきましては３年後の目標値を

９％としております。

５．中長期的な会社の経営戦略

　当社グループでは、３年先の見通しを踏まえた「経営ビジョン」と３年間の「中期経営計画」を策定し、取り組み

中であります。

　本計画は、「日本無線の得意技術を核とした独自領域を深耕し、高付加価値で個性ある製品を育て、対象とする市

場でトップを目指す」を経営ビジョンとし、「利益体質を強固なものにする」・「無線通信事業の発展の基礎を固め

る」をキーワードとして、基盤となる事業の安定化と今後成長させるべき事業の発展を促すことにより、経営の構造

改革を意図しているものであります。

　経営環境及び技術革新が激変する中、スピーディーな経営戦略を進めるため、中期経営計画は毎年ローリングし、

常に3年先を見据えた経営目標を掲げ、経営ビジョンへの到達を目指します。
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６．会社の対処すべき課題

　当社は早期に経営基盤の強化を図り、積極的な事業展開を進めていくことが重要な課題であると認識しておりま

す。

　当連結会計年度に黒字転換を達成するため、固定費の削減を継続するとともに、重点分野への開発投資を増強しコ

ストダウンを推進することで、黒字化を確実なものにします。

　また、基盤となる事業を安定化させ、成長を期する事業を発展促進することによって、今後の安定的な発展を目指

します。

　生産面では、生産効率の改善を中心に改革を進め、当社グループ生産体制の再構築を行うべく、検討を進めており

ます。

　そのために、当社としては次の施策を積極的に進めてまいります。

（１）平成18年４月より全社的な組織再編を行いました。経営資源の分散や重複投資をなくしてスリム化・効率化を

　　図るとともに、新たに本部制を導入してそれぞれの責任を明確にした上で、経営資源の最適な配分を進めていき

　　ます。

　　　具体的には、

　　　　①「営業戦略本部」を新設しました。これにより、顧客情報の共有、機動的な人員配置、事業間を横断した

　　　　　営業活動の展開、新規市場の開拓、営業効率の向上を積極的に進めてまいります。なお、通信機器事業に

　　　　　おける海外展開の一層の強化を図るために海外営業部門についても統合強化いたします。

　　　　②「ソリューション事業本部」を新設しました。これにより、ソリューションビジネスを強化するととに、

　　　　　これまで官公庁向けの防災分野で培ったシステム化技術を応用して、ソリューション事業を民需分野向け

　　　　　にも展開します。

　　　　③「通信機器事業本部」を新設しました。通信インフラ事業、マイクロ波通信機事業、放送機事業、ITS事

　　　　　業などの事業を、事業本部内のビジネスユニットとし、それぞれの成長を期します。

（２）平成18年10月より共通技術本部を新設しました。これにより、効率的な業務システムを再構築し、共通設計業

　　務を集約的に行うと共に、部品の標準化、技術情報の共有化を強力に推進することにより、業務の効率化、製品

　　品質の向上、保有技術の高度化を実現します。また、生産性の向上、品質管理、納期管理の徹底に向けた生産体

　　制の見直しを行い生産力の強化を図るために、生産本部の改編を行いました。

（３）戦略的人員配置と業務の効率化により常駐外注作業者を中心に人員削減を図ります。加えて、本社の一部移転

　　等の諸施策を実施し、固定費の圧縮を強力に進めてまいります。

（４）さらなる保有資産の有効活用により、新技術開発・新製品開発への重点投資を促進します。
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３．経営成績及び財政状態
１．経営成績

(1）当中間期の概況

　当中間期のわが国経済は、原油・素材価格の高値推移があったものの、企業収益の改善に伴って設備投資が増加

するとともに、雇用情勢の改善や所得の持ち直しに伴い個人消費も緩やかに増加するなど、景気の回復基調が継続

することとなりました。

　このような状況の中で、当社グループは積極的な営業活動に努めました。

　当社は、前連結会計年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日）の下期において、無線通信事業への経営資源

集中を目的として、当社の連結子会社であった新日本無線株式会社（半導体・マイクロ波事業、以下「新日本無

線」）とアロカ株式会社（医用電子機器事業、以下「アロカ」）の株式を譲渡しました。この結果、新日本無線及

びアロカは連結対象子会社ではなくなり、前連結会計年度下期より、両社の売上高及び損益が当社グループの連結

決算から外れました。

　このため、当中間期の連結売上高は474億９千６百万円（前年同期比53.0％減）となりました。

　利益につきましては、営業損失が４億４千２百万円、経常損失が５億３千８百万円、中間純損失が５億９千７百

万円となり、前年同中間期と比較して営業損失で10億６千４百万円、経常損失で14億２千３百万円、中間純損失で

28億５千８百万円とそれぞれの赤字幅が改善しました。これらの要因は、無線通信機器事業において、通信機器事

業が好調に推移したことや退職給付費用等の人件費が圧縮されたこと、経費の節減に努めたこと等に加えて、上記

の連結子会社が当社の連結決算の範囲から外れたことによります。 

　当中間期における事業部門別の売上高は、次のとおりであります（下記注１をご参照下さい）。

 

（海上機器事業）

　旺盛な新造船需要を背景として、航海情報記録装置（VDR,S-VDR）等の商船向け船舶通信機や舶用レーダ、電子

海図情報表示装置（ECDIS）等が好調に推移しました。

　この結果、売上高は134億３千８百万円となりました。

（通信機器事業）

　ナンバーポータビリティー制（携帯電話の番号継続制度）導入を控えた国内通信事業者によるインフラ整備投

資の伸張により、関連通信機器が増加しました。また、業務用無線機も海外向けデジタル無線機が堅調に推移し

ました。

　この結果、売上高は189億３千７百万円となりました。

（ソリューション・特機事業）

　地上波テレビ放送のデジタル化を背景として放送システムが伸張しましたが、前年同中間期における大型案件

が当中間期には減少したことや採算を一層重視した受注を進めたこと、また価格競争の激化等が影響し、売上高

は139億７千８百万円となりました。

 

（その他）

　当社の一部連結子会社の外部顧客に対する売上高を主に計上した結果、売上高は11億４千１百万円となりまし

た。

　　　　注１． 新日本無線及びアロカの株式売却に伴い、事業部門別の区分を以下のとおりとしております。

主要事業

部門区分
海上機器事業 通信機器事業

ソリューション・

特機事業 

主要製品

 海事衛星船舶地球局  ＧＰＳ受信機  放送システム 

 船舶通信装置  ＰＨＳ端末機器  県・市町村防災行政システム 

 船舶レーダ  業務用無線電話装置  水・河川情報システム 

 漁労機器  加入者無線装置  航空・気象システム 

 電子海図表示システム  送信増幅装置  道路情報システム 

 統合ブリッジシステム  移動体通信用測定器  土砂災害予警報システム 

 ＶＨＦ無線電話装置  ＳＡＷフィルタ  特殊通信機 
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　　　　注２． ご参考：３セグメントで構成していた前年同中間期のうち無線通信機器セグメントの損益（連結）と、

      　　　 　　　　　無線通信事業へ経営資源を集中した当中間期の損益（連結）との比較は以下のとおりです。

区分 当中間期
前年同中間期

無線通信機器事業

 売上高 47,496 50,709

 営業損失 442 1,997

 

(2）単独業績

　通信機器事業においてナンバーポータビリティー制（携帯電話の番号継続制度）導入を控えた国内通信事業者に

よるインフラ整備投資の伸張により関連通信機器が増加し、また旺盛な新造船需要を背景として、海上機器事業も

好調に推移しましたが、ソリューション・特機事業において前年同中間期における大型案件が当中間期には減少し

たことや採算を一層重視した受注を進めたこと、また価格競争の激化も影響しました。

　この結果、当中間期の売上高は431億７千８百万円（前年同期比6.2％減）となりました。

 

(3）通期の見通し

　通期の見通しにつきましては、世界経済を牽引していた米国における消費者動向や設備投資の減速懸念が世界経

済に与える影響に加えて、原油と素材価格の高値推移もあり、先行き不透明感は払拭できません。

　このような状況下、当社グループといたしましては、総力を結集した「事業の選択と経営資源の集中」をスピー

ディーに行い、経費・資材購入費等の継続的削減を図るとともに、当社グループ全体の生産効率を向上させて企業

体質をさらに強化していく所存であります。

①　連結業績見通し

売上高 128,000百万円 (前期比 28.4%減)

営業利益 3,200百万円 (前期比 48.3%増)

経常利益 　2,600百万円  (前期比104.7%増) 

当期純利益 2,400百万円 (前期比   -    )

②　個別業績見通し

売上高 120,000百万円 (前期比 0.1％減)

営業利益 2,700百万円 (前期比185.4％増)

経常利益 2,000百万円 （前期比234.5％増)

当期純利益 2,000百万円 (前期比   -    )

 

【業績見通しの注記事項】

　上記業績見通しは、当社が現時点で合理的と判断した一定の前提に基づいたもので、実際の業績とは異なる可能

性があります。実際の業績に影響を与えるリスク要因や不確実な要因には、次のものが含まれます。当社グループ

の事業を取り巻く経済情勢・市場動向、市場における製品需給の変動、為替レートの変動、急激な技術革新等の変

化、日本の株式相場の変動、自社特許の保護及び他社特許の利用の確保、製品開発等における他社との提携関係、

偶発事象の発生等です。ただし、業績に影響を与える要素はこれらに限定されるものではありません。
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２．財政状態

　当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動において76億

６千万円の資金の増加、投資活動で４億２千９百万円の資金の減少、財務活動で80億３千６百万円の資金が減少しま

した。これにより、期末資金残高は91億６百万円（前年同期比58.3％減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失４億６千３百万円と

なりましたが、減価償却費８億１千１百万円、売上債権の減少200億４千５百万円等により、76億６千万円の資金の増

加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得と合理化・省力化のため

必要な設備投資を実施した結果、４億２千９百万円の資金の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入による収入３億４千９百万円、長期

借入による収入63億円及び返済による支出10億８千１百万円，コマーシャル・ペーパーの減少額50億円、社債の償還

による支出86億円等により、80億３千６百万円の資金の減少となりました。

　当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

平成16年９月中
間期

平成17年３月期
平成17年９月中
間期

平成18年３月期
平成18年９月中
間期

自己資本比率（％） 29.9 29.0 29.3 30.3 33.7

時価ベースの自己資本比

率（％）
27.4 23.2 29.7 36.7 39.3

債務償還年数（年） 2.8 6.3 4.6 ― 1.4

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ
21.3 11.9 22.1 ― 55.2

　

  （注）１．自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

３．株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）により

算出しております。

４．営業キャッシュ・フローは（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを

使用しております。有利子負債は、（中間）連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている

すべての負債を対象としております。また、利払いについては、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の利

息の支払額を使用しております。

５．債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。

６．平成18年３月期の債務償還年数とインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フロー

がマイナスのため記載しておりません。
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３．事業等のリスク

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあり

ます。

(1）業績の年度末偏重

　当社グループは官公庁・自治体等に納入する割合が比較的高いことから、売上高が年度末に偏る傾向があります。

(2）需要動向

　当社グループの経営成績は、主要な需要先である官公庁・自治体の公共投資計画や通信業界の設備投資の動向によっ

て影響を受ける可能性があります。また、当社グループは海外売上高の伸長を積極的に図っていく方針であり、世界

各国の地理的・政治的不安定要因や中国経済等の成長が今後減速するリスク等、グローバルな環境変化が当社グルー

プの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

(3）為替の変動

　当社グループの事業には海外販売拠点で外貨建ての販売が含まれており、為替変動の影響を受けます。このため、

為替予約及び通貨オプション等により為替レートの短期的な変動による悪影響を最小限に止める努力をしていますが、

当該リスクを完全に回避できる保証は無く、収益に影響を受ける可能性があります。また、円建てでの販売を行って

いる製品は、為替変動により現地顧客の購買意欲が左右される可能性があります。

(4）金利の変動による影響

　当社グループの業績及び財政状態は，今後の金利動向及び格付けの変更により調達金利が変動し，影響を受ける可

能性があります。

(5）部材入手に係るリスク

　当社グループで使用する部材は経済環境の変化により入手困難になる可能性があります。例えば中国経済やデジタ

ル家電等の特定地域・製品分野の急発展などにより、部材メーカーの供給能力、納期対応に問題が生じた場合、出荷

計画に影響を及ぼし、あるいは部材価格高騰による収益性の悪化をもたらす可能性があります。

(6）特有の法的規制等に係るもの

　当社グループは取引を行う各国において、安全保障等による輸出制限、輸出入規制、環境・リサイクル関連等、様々

な法令の適用を受けています。当社グループは法令等の遵守（コンプライアンス）をポリシーとして掲げて、社内規

定等で明確化をおこなっていますが、予期しない法令の改正がおこなわれた場合には、当社グループの活動の制限、

コストの増加につながる可能性があります。
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４．中間連結財務諸表等
(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
(％)

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１　現金及び預金  22,924 9,156 10,013

２　受取手形及び売掛
金

※３ 62,017 31,635 51,685

３　有価証券 41 2 ―

４　たな卸資産 72,506 37,232 30,559

５　繰延税金資産 2,554 380 358

６　その他 2,783 1,188 1,567

７　貸倒引当金 △898 △530 △600

流動資産合計 161,928 72.8 79,064 72.8 93,583 75.4

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産  ※１

(1）建物及び構築物 17,462 6,760 6,962

(2）その他 19,585 37,047 16.6 4,770 11,530 10.6 4,778 11,740 9.5

２　無形固定資産 1,814 0.8 839 0.8 915 0.7

３　投資その他の資産

(1）投資有価証券 12,769 14,999 15,651

(2）繰延税金資産 6,289 1,452 1,479

(3）その他 3,821 1,386 1,278

(4）貸倒引当金 △1,177 21,702 9.8 △616 17,222 15.8 △520 17,887 14.4

固定資産合計 60,565 27.2 29,592 27.2 30,544 24.6

資産合計 222,493 100.0 108,657 100.0 124,127 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１　支払手形及び買掛
金

 ※３ 35,770 25,871 33,140

２　短期借入金 14,528 1,620 1,270

３　一年内返済予定長
期借入金

 4,184 5,232 6,232

４　一年内償還予定社
債

8,777 ― 8,500

５　コマーシャル・
ペーパー

6,000 2,000 7,000

６　製品保証引当金 564 ― ―

７　製品不具合対策引
当金

435 46 131

８　その他 19,587 10,434 8,561

流動負債合計 89,849 40.4 45,204 41.6 64,835 52.2

Ⅱ　固定負債

１　社債 100 ― 100

２　長期借入金  14,848 11,533 5,314

３　繰延税金負債 1,935 3,388 3,704

４　退職給付引当金 22,326 11,175 11,808

５　役員退職引当金 702 358 383

６　その他 615 55 44

固定負債合計 40,528 18.2 26,513 24.4 21,356 17.2

負債合計 130,377 58.6 71,717 66.0 86,191 69.4
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前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末の
要約連結貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
（％）

金額(百万円)
構成比
(％)

（少数株主持分）

少数株主持分 26,858 12.1 ― ― 351 0.3

（資本の部）

Ⅰ　資本金 14,704 6.6 ― ― 14,704 11.8

Ⅱ　資本剰余金 17,086 7.7 ― ― 17,086 13.8

Ⅲ　利益剰余金 30,850 13.9 ― ― 330 0.3

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

3,058 1.3 ― ― 5,501 4.4

Ⅴ　為替換算調整勘定 △404 △0.2 ― ― 3 0.0

Ⅵ　自己株式 △38 △0.0 ― ― △42 △0.0

資本合計 65,257 29.3 ― ― 37,584 30.3

負債、少数株主持分
及び資本合計

222,493 100.0 ― ― 124,127 100.0

       

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   ― ―  14,704 13.5  ― ―

　２　資本剰余金   ― ―  16,504 15.2  ― ―

　３　利益剰余金   ― ―  412 0.4  ― ―

　４　自己株式   ― ―  △45 △0.0  ― ―

　　株主資本合計   ― ―  31,575 29.1  ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評

価差額金
  ― ―  5,025 4.6  ― ―

　２　為替換算調整勘定   ― ―  6 0.0  ― ―

評価・換算差額等合

計
  ― ―  5,031 4.6  ― ―

Ⅲ　少数株主持分   ― ―  332 0.3  ― ―

純資産合計   ― ―  36,939 34.0  ― ―

負債純資産合計   ― ―  108,657 100.0  ― ―
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
（％）

金額(百万円)
百分比
（％）

金額(百万円)
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 101,076 100.0 47,496 100.0 178,848 100.0

Ⅱ　売上原価 78,963 78.1 39,441 83.0 142,914 79.9

売上総利益 22,113 21.9 8,054 17.0 35,934 20.1

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 23,620 23.4 8,497 17.9 33,776 18.9

営業利益又は営業損失
(△)

△1,507 △1.5 △442 △0.9 2,157 1.2

Ⅳ　営業外収益

１　受取利息 18 11 29

２　受取配当金 125 82 383

３　投資有価証券売却益 0 ― 0

４　特許権実施許諾料 ― 99 ―

５　持分法による投資利益 15 33 ―

６　外貨換算差益 316 47 413

７　その他 157 634 0.6 52 327 0.7 187 1,014 0.6

Ⅴ　営業外費用

１　支払利息 243 132 449

２　たな卸資産減耗評価損 618 192 633

３　固定資産除却損 99 52 124

４　持分法による投資損失 ― ― 365

５　その他 127 1,089 1.0 46 423 0.9 328 1,901 1.1

経常利益又は経常損失
(△)

△1,962 △1.9 △538 △1.1 1,270 0.7

Ⅵ　特別利益

１　貸倒引当金戻入益 122 74 29

２　特別修繕引当金取崩益 82 ― ―

３　開発委託品売却益 23 ― ―

４　製品不具合対策引当金
戻入益

― 38 ―

５　その他 ※２ 8 237 0.2 0 112 0.2 5,167 5,196 2.9

Ⅶ　特別損失

１　投資有価証券評価損 9 9 99

２　固定資産除却損 134 11 ―

３　製品不具合対策費用 ※３ 607 ― 568

４　減損損失 ※４ ― 16 227

５　その他 ※５ 106 856 0.9 0 37 0.1 35,319 36,215 20.2

税金等調整前中間(当
期)純損失

2,581 △2.6 463 △1.0 29,748 △16.6

法人税、住民税及び事
業税

920 138 1,093

法人税等調整額 △16 903 0.8 11 149 0.3 1,269 2,362 1.3

少数株主損失 29 △0.0 14 △0.0 14 △0.0

中間(当期)純損失 3,456 △3.4 597 △1.3 32,097 △17.9
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(3) 中間連結剰余金計算書

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円）

（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高 17,086 17,086

Ⅱ　資本剰余金中間期末（期
末）残高

17,086 17,086

（利益剰余金の部）

Ⅰ　利益剰余金期首残高 34,373 34,373

Ⅱ　利益剰余金減少高

１　中間(当期)純損失 3,456 32,097

２　役員賞与金  66  66  

３　連結子会社減少に伴
う減少高

 ― 3,523 1,878 34,042

Ⅲ　利益剰余金中間期末（期
末）残高

  30,850  330
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(4) 中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日　残高

（百万円）
14,704 17,086 330 △42 32,079

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金の取崩（注）  △582 582  ―

持分法適用会社増加に伴う増加   123  123

役員賞与（注）   △26  △26

中間純利益   △597  △597

自己株式の取得    △3 △3

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額）

 

     

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
― △582 81 △3 △503

平成18年9月30日　残高

（百万円）
14,704 16,504 412 △45 31,575

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券評
価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成18年3月31日　残高

（百万円）
5,501 3 5,505 351 37,935

中間連結会計期間中の変動額

資本準備金の取崩（注）     ―

持分法適用会社増加に伴う増加     123

役員賞与（注）     △26

中間純利益     △597

自己株式の取得     △3

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額）

 

△475 2 △473 △19 △492

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円）
△475 2 △473 △19 △996

平成18年9月30日　残高

（百万円）
5,025 6 5,031 332 36,939

 (注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目及び損失処理項目
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(5) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

　（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

　（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年９月30日）

前連結会計年度の連結

キャッシュ・フロー計算書

　（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

１　税金等調整前中間(当期)純利益又

は税金等調整前中間純損失（△）
△2,581 △463 △29,748

２　減価償却費 3,647 811 4,607

３　減損損失 ― 16 227

４　連結調整勘定償却額 27 ― 27

５　投資有価証券評価損 9 9 99

６　貸倒引当金の増・減（△）額 141 29 549

７　退職給付引当金の増・減（△）額 772 △683 △379

８　受取利息及び受取配当金 △143 △94 △413

９　支払利息 243 132 449

10　持分法による投資利益 △15 △33 ―

11　持分法による投資損失 ― ― 365

12　関連会社株式売却益 ― ― △5,052

13　関連会社株式売却損 ― ― 6,439

14　投資有価証券売却益 △5 ― △5

15　たな卸資産減耗評価損 ― ― 5,563

16　防衛庁返納金 ― ― 23,077

17　売上債権の増（△）・減額 18,202 20,045 △1,710

18　たな卸資産の増（△）・減額 △2,300 △6,701 1,577

19　仕入債務の増・減（△）額 △10,942 △7,267 △556

20　その他 62 2,194 △1,456

小計 7,117 7,996 3,661

21　利息及び配当金の受取額 136 104 405

22　利息の支払額 △247 △138 △455

23　防衛庁返納金の支払額 ― ― △23,071

24　法人税等の支払額 △1,549 △301 △1,759

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,457 7,660 △21,218
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前中間連結会計期間

　（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間

　（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年９月30日）

前連結会計年度の連結

キャッシュ・フロー計算書

　（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

区分
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１　定期預金の預入による支出 △810 ― △810

２　定期預金の払戻による収入 780 50 1,120

３　有形固定資産の取得による支出 △2,523 △384 △2,868

４　有形固定資産の売却による収入 55 ― 87

５　投資有価証券の取得による支出 △4 △37 △146

６　投資有価証券の売却による収入 55 ― 55

７　連結範囲の変更を伴う関係会社

　　株式の売却による収入
― ― 17,948

８　その他 0 △57 △673

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,446 △429 14,713

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１　短期借入金純増・減（△）額 919 349 277

２　コマーシャル・ペーパーの純増・

減（△）額
△2,000 △5,000 △1,000

３　長期借入れによる収入 3,793 6,300 4,793

４　長期借入金の返済による支出 △1,212 △1,081 △4,973

５　社債の償還による支出 ― △8,600 ―

６　少数株主からの払込による収入 35 ― 35

７　少数株主への配当金の支払額 △184 △2 △184

８　その他 △4 △3 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,346 △8,036 △1,060

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 69 0 50

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少

額（△）
4,426 △806 △7,514

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 17,427 9,913 17,427

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
※１ 21,854 9,106 9,913
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　31社

１　新日本無線㈱

２　アロカ㈱

３　ジェイ・アール・シー特機㈱

４　ジェイ・アール・シーエンジニアリン

グ㈱

５　武蔵野電機㈱

６　日本無線硝子㈱

７　総合ビジネスサービス㈱

８　佐世保日本無線㈱

９　㈱大阪日本無線サービス社

10　JAPAN RADIO COMPANY(HK)LIMITED

他21社

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　　　　８社

１　ジェイ・アール・シー特機㈱

２　ジェイ・アール・シーエンジニアリン

グ㈱

３　武蔵野電機㈱

４　日本無線硝子㈱

５　総合ビジネスサービス㈱

６　佐世保日本無線㈱

７　㈱大阪日本無線サービス社

８　JAPAN RADIO COMPANY(HK)LIMITED

 

１　連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社数　　　　　８社

１　ジェイ・アール・シー特機㈱

２　ジェイ・アール・シーエンジニアリン

グ㈱

３　武蔵野電機㈱

４　日本無線硝子㈱

５　総合ビジネスサービス㈱

６　佐世保日本無線㈱

７　㈱大阪日本無線サービス社

８　JAPAN RADIO COMPANY(HK)LIMITED

なお、連結子会社であった新日本無線

を含む９社及び連結子会社であったア

ロカを含む14社は、当連結会計年度中

の所有株式の売却により、みなし売却

日（平成17年10月1日）前までの損益

計算書のみ連結している。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　マリンテック㈱、

マリンフォネット㈱

（連結の範囲から除いた理由） 

 　非連結子会社は、いずれも小規模で

あり、合計の総資産、売上高、中間純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためである。

(2）主要な非連結子会社の名称等

  主要な非連結子会社　マリンテック㈱、

マリンフォネット㈱

（連結の範囲から除いた理由）  

  非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ためである。

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　マリンテック㈱、

マリンフォネット㈱

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

である。

２　持分法の適用に関する事項

 

 

 

 

２　持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用子会社数　　４社

１　マリンテック㈱

２　マリンフォネット㈱

３　㈱ジェイアールシーテクニカ

４　JRC do Brasil Empreendimentos 

Eletrôicos Ltda

 　 なお、持分法適用子会社４社は、重要

性が増したため、当連結会計年度より

新規に持分法を適用している。

２　持分法の適用に関する事項

 

 

 

 

 (1）持分法適用関連会社数　　３社

 １　長野日本無線㈱

 ２　上田日本無線㈱

 ３　エフ・ジェイ・モバイルコア・テク

ノロジ㈱

 (2）持分法適用関連会社数　２社

 １　長野日本無線㈱

 ２　上田日本無線㈱

 　 なお、持分法適用関連会社であったエ

フ・ジェイ・モバイルコア・テクノジ

㈱は、平成18年3月31日をもって解散

し、同年8月30日に清算結了している。

 (1）持分法適用関連会社数　　３社

 １　長野日本無線㈱

 ２　上田日本無線㈱

 ３　エフ・ジェイ・モバイルコア・テク

ノロジ㈱

(2）持分法を適用していない非連結子会社

(マリンテック㈱他)及び関連会社(㈱ジェ

イ・ツー)は、それぞれ中間純損益及び中

間利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体として、重要性がないので持分法

を適用していない。

(3）持分法を適用していない関連会社(㈱

ジェイ・ツー)は、中間純損益及び中間利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ重要性が乏しいので持分法を適用してい

ない。

(2）持分法を適用していない非連結子会社

(マリンテック㈱他)及び関連会社(㈱ジェ

イ・ツー)は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体として、重要性がないので持分法を

適用していない。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、JAPAN RADIO

COMPANY(HK)LIMITED、上海アロカ医用儀器有

限公司、アロカドイツ㈲、アロカ香港有限公

司、アロカ国際貿易（上海）有限公司、アロ

カ韓国㈱、アロカホールディングヨーロッパ

㈱、アロカSarl、アロカSPA、アロカEspana 

SL、アロカGesmbhの中間決算日は６月30日で

あり、中間連結決算日との差は、３ヵ月以内

であるため、当該連結子会社の中間会計期間

に係る財務諸表を基礎として連結を行ってお

り、中間連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行ってい

る。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　連結子会社のうち、JAPAN RADIO

COMPANY(HK)LIMITEDの中間決算日は６月30

日であり、中間連結決算日との差は、３ヵ月

以内であるため、当該連結子会社の中間会計

期間に係る財務諸表を基礎として連結を行っ

ており、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っ

ている。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、JAPAN RADIO COMPANY

(HK)LIMITEDの決算日は12月31日であり、連

結決算日との差は、３ヵ月以内であるため、

当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を

基礎として連結を行っており、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っている。

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定している）

ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

中間決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部純資産直

入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定している）

ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

ａ　時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均

法により算定している）

ｂ　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

ａ　製品及び半製品

個別法に基づく原価法（うち量産品

は先入先出法に基づく原価法、半製

品は総平均法に基づく原価法）

ｂ　商品

移動平均法に基づく原価法

ｃ　原材料及び貯蔵品

総平均法に基づく原価法（うち無線

通信装置の一部は先入先出法に基づ

く原価法）

ｄ　仕掛品

個別法に基づく原価法

　ただし、在外連結子会社の一部は、製

品、商品について移動平均法に基づく低

価法を採用している。

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

ａ　製品及び半製品

個別法に基づく原価法（うち量産品

は先入先出法に基づく原価法、半製

品は総平均法に基づく原価法）

ｂ　商品

移動平均法に基づく原価法

ｃ　原材料及び貯蔵品

総平均法に基づく原価法（うち無線

通信装置の一部は先入先出法に基づ

く原価法）

ｄ　仕掛品

個別法に基づく原価法

 

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

ａ　製品及び半製品

個別法に基づく原価法（うち量産品

は先入先出法に基づく原価法、半製

品は総平均法に基づく原価法）

ｂ　商品

移動平均法に基づく原価法

ｃ　原材料及び貯蔵品

総平均法に基づく原価法（うち無線

通信装置の一部は先入先出法に基づ

く原価法）

ｄ　仕掛品

個別法に基づく原価法
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっている。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

る。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっている。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

る。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定率法

　ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）について

は、定額法によっている。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであ

る。

建物及び構築物 ２～50年

機械装置及び運搬具 ２～15年

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ７～10年

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 ７～10年

②　無形固定資産

　定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用期間（３～５

年）に基づく定額法によっている。

②　無形固定資産

　定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用期間（５年）

に基づく定額法によっている。

②　無形固定資産

定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用期間（５年）

に基づく定額法によっている。

③　繰延資産の処理方法

　支出時の費用として処理

③　繰延資産の処理方法

　支出時の費用として処理

③　繰延資産の処理方法

支出時の費用として処理

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上している。

②　製品保証引当金

 連結子会社であるアロカ㈱の販売する

医療用機器等の引渡し後、同社の負担に

より無償で行う補修の費用に充てるため、

最近における補修の実績率に基づいて計

上している。

――――――

 

――――――

 

③　製品不具合対策引当金

　当社のETC車載器無償交換費用、及び

その他の一部製品の改修費用見込額を計

上している。

②　製品不具合対策引当金

　当社のETC車載器無償交換費用、及び

その他の一部製品の改修費用見込額を計

上している。

②　製品不具合対策引当金

　当社のETC車載器無償交換費用、及び

その他の一部製品の改修費用見込額を計

上している。　

④　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上している。

　会計基準変更時差異については、当社

について15年にわたり均等償却している。

　過去勤務債務は、当社についてはその

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（15年）による定額法によ

り費用処理、一部の連結子会社について

はその発生時に一括費用処理している。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生していると認め

られる額を計上している。

　会計基準変更時差異については、当社

について15年にわたり均等償却している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理し

ている。

③　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。

 

　会計基準変更時差異については、当社

について15年にわたり均等償却している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（15年）による定額法により費用処理し

ている。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年～15年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理、一部の連結

子会社についてはその発生時に一括費用

処理している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年～15年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理、一部の連結

子会社についてはその発生時に一括費用

処理している。

　数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年～15年）による定額法により翌

連結会計年度から費用処理、一部の連結

子会社についてはその発生時に一括費用

処理している。

⑤　役員退職引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規

による中間期末要支給額を計上している。

④　役員退職引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規

による中間期末要支給額を計上している。

④　役員退職引当金

　役員の退職金支給に備えるため、内規

による期末要支給額を計上している。

(4）中間連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の中間財務諸表の作成に当たって

採用した重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。なお、在

外子会社等の資産及び負債は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘定に含めてい

る。

(4）中間連結財務諸表の作成の基礎となった

連結会社の中間財務諸表の作成に当たって

採用した重要な外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理している。なお、在

外子会社の資産及び負債は、中間連結決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替

換算調整勘定に含めている。

(4）連結財務諸表の作成の基礎となった連結

会社の財務諸表の作成に当たって採用した

重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨へ

の換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理している。なお、在外子

会社等の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は少数株主持分及び資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めている。

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

(5）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、

金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用

している。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、

金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用

している。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　主として繰延ヘッジ処理によっている。

なお、為替予約については、振当処理の

要件を満たしている場合は振当処理を、

金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用

している。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

 外貨建金銭債権

通貨オプション 外貨建金銭債権

金利スワップ 借入金

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

 外貨建金銭債権

通貨オプション 外貨建金銭債権

金利スワップ 借入金

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建予定取引

 外貨建金銭債権

通貨オプション 外貨建金銭債権

金利スワップ 借入金

③　ヘッジ方針

　当社グループ（当社及び連結子会社）

は、社内規定に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしている。

③　ヘッジ方針

　当社グループ（当社及び連結子会社）

は、社内規定に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしている。

③　ヘッジ方針

　当社グループ（当社及び連結子会社）

は、社内規定に基づき、為替変動リスク

及び金利変動リスクをヘッジしている。
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

④　ヘッジの有効性評価の方法

　相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ

対象に係る損益の累計を比較することで、

ヘッジの有効性を評価している。

　ただし為替予約については、振当処理

の要件に該当し、金利スワップについて

は特例処理の要件に該当するため、有効

性の評価を省略している。

　外貨建予定取引については、過去の取

引実績及び予算等を総合的に勘案し、取

引の実行可能性が極めて高いことを事前

テストで確認している。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ

対象に係る損益の累計を比較することで、

ヘッジの有効性を評価している。

　ただし為替予約については、振当処理

の要件に該当し、金利スワップについて

は特例処理の要件に該当するため、有効

性の評価を省略している。

　外貨建予定取引については、過去の取

引実績及び予算等を総合的に勘案し、取

引の実行可能性が極めて高いことを事前

テストで確認している。

④　ヘッジの有効性評価の方法

　相場変動によるヘッジ手段及びヘッジ

対象に係る損益の累計を比較することで、

ヘッジの有効性を評価している。

　ただし為替予約については、振当処理

の要件に該当し、金利スワップについて

は特例処理の要件に該当するため、有効

性の評価を省略している。

　外貨建予定取引については、過去の取

引実績及び予算等を総合的に勘案し、取

引の実行可能性が極めて高いことを事前

テストで確認している。

(7）その他中間連結財務諸表作成のための重

要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっている。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産の「その

他」、又は流動負債の「その他」に含め

て表示している。

(7）その他中間連結財務諸表作成のための重

要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっている。

　なお、仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動資産の「その

他」、又は流動負債の「その他」に含め

て表示している。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な

事項

 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっている。

 

②　連結納税制度の適用

　一部の連結子会社において連結納税制

度を適用している。

――――――

　

――――――

 

５　中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない、取得日から３ヵ月以内に

満期日の到来する短期投資からなる。

５　中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　中間連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない、取得日から３ヵ月以内に

満期日の到来する短期投資からなる。

５　連結キャッシュ・フロー計算書における資

金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資

金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない、取得日から３ヵ月以内に満

期日の到来する短期投資からなる。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間連結会計期間より、「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会　平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号　平成15年10月31

日)を適用している。これによる当中間連結

会計期間の損益に与える影響はない。

――――――

 

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会　平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号　平成15年

10月31日)を適用している。これにより税

金等調整前当期純損失は227百万円増加し

ている。

　なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。

 ――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等）

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号　平成17年12月９日）を適用してい

る。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は36,607百万円である。

　なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成している。

 

 ――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 22 －



追加情報

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 （過大請求について）

　平成16年12月14日に防衛庁から防衛装備

品の納入に際して過大請求の指摘を受け、

同日以前に受注契約した案件について特別

調査を受けている。特別調査は継続中であ

り、現時点では過大請求額は未確定であ

る。

　なお、上記調査の結果によっては当中間

連結会計期間の売上高についても影響を与

える可能性がある。

――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

――――――

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

前連結会計年度末
（平成18年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額 ※１　有形固定資産減価償却累計額

131,096百万円 44,887百万円 45,248百万円

２　保証債務

　連結会社以外の団体あるいは個人の、

金融機関からの借入金に対して次のとお

り保証を行っている。

２　保証債務

　連結会社以外の団体あるいは個人の、

金融機関からの借入金に対して次のとお

り保証を行っている。

２　保証債務

　連結会社以外の団体あるいは個人の、

金融機関からの借入金に対して次のとお

り保証を行っている。

日本無線協力会協同組合 15百万円

みずほローン 39百万円

従業員住宅ローン 56百万円

アロカ協力会協同組合 21百万円

STA.CLARA INTERNATIONAL 109百万円

 計 241百万円

日本無線協力会協同組合 11百万円

みずほローン 23百万円

従業員住宅ローン 59百万円

 計 93百万円

日本無線協力会協同組合 16百万円

みずほローン 33百万円

従業員住宅ローン 59百万円

STA.CLARA INTERNATIONAL 61百万円

 計 170百万円

　このほかに連結子会社であるアロカ韓

国㈱が下記に対して未払リース料及び金

融機関借入金等の保証を行っている。

  

延世モア病院他 483百万円

―――――― ※３　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理している。

　なお、当中間連結会計期間の末日は金

融機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期手形が中間連結会計

期間末残高に含まれている。

――――――

 　受取手形 235百万円

支払手形 405百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりである。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりである。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりである。

貸倒引当金繰入額 241百万円

役員従業員給与手当 8,916百万円

退職給付引当金繰入額 852百万円

役員退職引当金繰入額 133百万円

研究開発費 3,750百万円

貸倒引当金繰入額 95百万円

役員従業員給与手当 3,567百万円

退職給付引当金繰入額 298百万円

役員退職引当金繰入額 61百万円

研究開発費 1,448百万円

貸倒引当金繰入額 560百万円

役員従業員給与手当 12,592百万円

退職給付引当金繰入額 1,316百万円

役員退職引当金繰入額 191百万円

研究開発費 5,972百万円

   ――――――   ――――――  ※２　特別利益その他の主な内訳

　　　  関係会社株式売却益

 

5,052百万円

 

 ※３　製品不具合対策費用の内容    ――――――  ※３　製品不具合対策費用の内容

　　　　 当社のETC車載器無償交換費用、及

びその他の一部製品の改修費用であり、

製品不具合対策引当金繰入額435百万円

を含んでいる。

  　　　　当社のETC車載器無償交換費用、及

びその他の一部製品の改修費用であり、

製品不具合対策引当金繰入額131百万円

を含んでいる。

   ―――――― 　※４　減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上した。

場所 用途 種類

東京都三鷹市
特機事業用資

産

機械装置及び

運搬具、工具、

器具及び備品

等

 

　※４　減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上した。

場所 用途 種類

東京都三鷹市
特機事業用資

産

機械装置及び

運搬具、工具、

器具及び備品

等

 

 　当社グループは、原則として事業（本）

部をキャッシュ・フローを生み出す最小単

位として、資産のグルーピングをしている。

当社以外の子会社については、規模等を鑑

み会社単位を基準としてグルーピングをし

ている。

　当社の特機事業部の資産については、早

期の黒字化が不確実なため、同事業部にお

ける資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額16百万円を減損

損失として特別損失に計上した。その内訳

は、機械装置及び運搬具２百万円、工具、

器具及び備品６百万円、その他７百万円で

ある。なお、当該資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定しているが、将

来キャッシュ・フローがプラスになること

が不確実なためゼロ評価とした。

　当社グループは、原則として事業部を

キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して、資産のグルーピングをしている。当

社以外の子会社については、規模等を鑑み

会社単位を基準としてグルーピングをして

いる。

　当社の特機事業部の資産については、早

期の黒字化が不確実なため、同事業部にお

ける資産グループの帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額227百万円を減損

損失として特別損失に計上した。その内訳

は、機械装置及び運搬具65百万円、工具、

器具及び備品128百万円、その他33百万円で

ある。なお、当該資産グループの回収可能

価額は使用価値により測定しているが、将

来キャッシュ・フローがプラスになること

が不確実なためゼロ評価とした。

―――――― ――――――   ※５　特別損失その他の主な内訳

  防衛庁返納金 23,077百万円

関係会社株式売却損 6,439百万円

たな卸資産減耗評価損 5,563百万円

――――――

 

 

 

 

 

――――――

 

 

 

 

 

 　防衛庁返納金

　当社は、平成16年12月14日に防衛庁から

防衛装備品の納入に際して過大請求の指摘

を受け、同日以前に受注契約した案件につ

いて特別調査を受けていたが、平成18年３

月24日に防衛庁より過大請求に係る過払い
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

 

 

――――――

 

　

――――――

額の通知を受け、同日全額を返納したもの

である。

 　たな卸資産減耗評価損

　当社は、当連結会計年度より新たに経過

年数等による評価減の基準を設け、保有す

るたな卸資産についてこの新基準に基づく

評価を実施した。この新基準の導入は、事

業構造見直しの一環として資産の有効性を

より適正に評価するために必要と判断し、

たな卸資産の評価方法について再検討を行っ

たものである。

　また当社の特機事業部については、早期

の黒字化が不確実なため当期において固定

資産等の減損損失を計上しているが、同時

に同事業部のたな卸資産についても今後の

経営環境を慎重に吟味した結果、大幅な資

産性の低下を認識し、減耗評価損を計上し

たものである。

（中間連結株主資本等変動計算書関係）

  当中間連結会計期間　（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末　

株式数（株）

当中間連結会計期間

増加株式数（株）

当中間連結会計期間

減少株式数（株）

当中間連結会計期間

末株式数（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 137,976,690 ― ― 137,976,690

 自己株式     

　　　普通株式　　（注） 125,588 9,210 ― 134,798

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加9,210株は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 22,924百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金
△1,070百万円

現金及び現金同等物の中

間期末残高
21,854百万円

現金及び預金勘定 9,156百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金
△50百万円

現金及び現金同等物の中

間期末残高
9,106百万円

現金及び預金勘定 10,013百万円

預入期間が３ヵ月を超え

る定期預金
△100百万円

現金及び現金同等物の期

末残高
9,913百万円
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①　有価証券

前中間連結会計期間末　（平成17年９月30日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

①　株式 4,979 10,305 5,326

②　債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 9 13 3

その他 209 213 3

③　その他 363 334 △28

合計 5,561 10,865 5,304

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもののうち、株式について３百万円減損処理を行っ

ている。

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

①　非上場株式 348

②　貸付信託等 182

合計 530
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当中間連結会計期間末　（平成18年９月30日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円）

差額（百万円）

①　株式 4,620 13,031 8,410

②　債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 209 213 3

③　その他 414 405 △8

合計 5,245 13,650 8,404

　（注）　当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるもののうち、株式について４百万円減損処理を行っ

ている。

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

①　非上場株式 283

②　貸付信託等 190

合計 473
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前連結会計年度末　（平成18年３月31日）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

①　株式 4,686 13,868 9,181

②　債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 209 212 2

③　その他 316 327 11

合計 5,213 14,408 9,195

　（注）　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるもののうち、株式について92百万円減損処理を行って

いる。

２　時価評価されていない主な有価証券

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

①　非上場株式 338

②　貸付信託等 139

合計 478
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②　セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

 

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

無線通信機器事
業

(百万円)

半導体・マイク
ロ波管事業
(百万円)

医用電子機器事
業

(百万円)
計(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上

高
49,930 29,316 21,829 101,076 ― 101,076

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
779 363 0 1,142 (1,142) ―

計 50,709 29,679 21,829 102,218 (1,142) 101,076

営業費用 52,707 28,841 22,198 103,747 (1,164) 102,583

営業利益又は

営業損失（△）
△1,997 837 △368 △1,528 21 △1,507

 

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

  前連結会計年度下期において、「半導体・マイクロ波管事業」の連結子会社であった新日本無線を含む９社

及び「医用電子機器事業」の連結子会社であったアロカを含む14社が連結決算から外れた。そのため、全セグ

メントの売上高の合計額に占める「無線通信機器事業」の割合が90％を超えているため、当中間連結会計年度

より、事業の種類別セグメント情報の記載を省略している。 

 

 

 

前連結会計年度　　（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

無線通信機器事
業

(百万円)

半導体・マイク
ロ波管事業
(百万円)

医用電子機器事
業

(百万円)
計(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結(百万円)

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上

高
127,702 29,316 21,829 178,848 ― 178,848

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
779 363 0 1,142 (1,142) ―

計 128,482 29,679 21,829 179,991 (1,142) 178,848

営業費用 126,877 28,841 22,198 177,918 (1,226) 176,691

営業利益 1,604 837 △368 2,073 84 2,157
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    （注）１.　事業区分の方法

　

　　連結会社の事業区分の方法は、製造方法及び製品の類似性等により下記の事業区分にした。

事業区分 主要製品

無線通信機器事業 無線通信装置、無線応用装置、電子応用装置、電子部品及び装備工事等

半導体・マイクロ波管事

業
マイクロ波管・周辺機器、マイクロ波応用製品、半導体

医用電子機器事業 画像検査装置、放射線測定装置、検体検査装置

 

  ２.　消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はない。

  ３.　連結子会社であった新日本無線を含む９社及び連結子会社であったアロカを含む14社は、所有株式の売却

により、みなし売却日（平成17年10月１日）前までの損益計算書のみ連結している。これにより、半導体・

マイクロ波管事業及び医用電子機器事業の売上高・営業費用は、みなし売却日前までの金額を記載している。

 

ｂ．所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　全セグメントの売上高の合計額に占

める「本邦」の割合が90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。

　全セグメントの売上高の合計額に占

める「本邦」の割合が90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。

　全セグメントの売上高の合計額に占

める「本邦」の割合が90％を超えてい

るため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。
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ｃ．海外売上高

前中間連結会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 17,612 10,520 5,496 4,766 38,395

Ⅱ　連結売上高（百万円） 101,076

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
17.4 10.4 5.5 4.7 38.0

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 3,404 4,522 2,907 3,483 14,317

Ⅱ　連結売上高（百万円） 47,496

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
7.2 9.5 6.1 7.3 30.1

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

アジア ヨーロッパ 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 20,669 14,830 8,573 7,903 51,976

Ⅱ　連結売上高（百万円） 178,848

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
11.6 8.3 4.8 4.4 29.1

　（注）１.　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（但し、連結会社間の内部売上

高を除く）である。

２.　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　(1）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっている。

　(2）各区分に属する主な国又は地域

　アジア ……………… 中国、韓国、台湾、フィリピン、タイ

　ヨーロッパ ………… 英国、ドイツ、フランス

　北米 ………………… 米国

　その他の地域 ……… 中近東、中南米

③　リース取引及びデリバティブ取引

　　　　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。
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（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　当社は、連結子会社である新日本無線株式

会社（以下、「新日本無線」）とアロカ株式

会社（以下、「アロカ」）の株式を譲渡した。

この結果、新日本無線およびアロカは、当社

の連結対象子会社ではなくなった。概要は以

下のとおりである。

(1) 新日本無線株式の譲渡について

① 株式譲渡子会社の商号

　 新日本無線株式会社

② 事業内容

　 マイクロ波管、半導体等電子部品の製造

 販売

③ 当社との取引内容

　 当社製品の一部を同社グループへ販売し

 ており、また同社製品の一部を仕入れてい

 る。

④ 譲渡の概要　

   譲渡前の当社所有株式数19,756,250株

　                （議決権比率50.50％）

   譲渡株式数　　　　　　19,754,000株

                  （議決権比率50.49％）

   譲渡後の当社所有株式数  　 2,250株

                  （議決権比率 0.01％）

   譲渡価額　　　　　　　17,383百万円

   譲渡先　　　　　　日清紡績株式会社

 （以下、「日清紡」）

　 譲渡日  　　　　　平成17年12月９日

 （日清紡による公開買付への応募）

   

(2) アロカ株式の譲渡について

① 株式譲渡子会社の商号

 　アロカ株式会社

② 事業内容

 　医用電子装置、汎用分析装置、医用分析

   装置の製造販売

③ 当社との取引内容

 　当社製品の一部を同社へ販売している。

④ 日清紡への譲渡の概要

 　譲渡前の当社所有株式数15,330,000株

                  （議決権比率50.51％）

   譲渡株式数　　 　　    3,500,000株

                  （議決権比率11.53％）

   譲渡後の当社所有株式数11,830,000株

                  （議決権比率38.98％）

   譲渡価額  　　　　　　 2,737百万円

   譲渡先                      日清紡

   譲渡日            平成17年11月８日

────── ──────
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前中間連結会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　⑤ アロカへの譲渡の概要

   譲渡前の当社所有株式数11,830,000株

                  （議決権比率38.98％）

   譲渡株式数　   　　    9,830,000株

                  （議決権比率32.39％）

   譲渡後の当社所有株式数 2,000,000株

                  （議決権比率 9.93％）

   譲渡価格               7,598百万円

   譲渡先                      アロカ

　 譲渡日　 　　　   平成17年12月８日 

 （アロカによる自己株式公開買付への応

   募）

   

(3) 譲渡の理由

  当社が無線通信事業へ経営資源を集中する

ことによって、早期に経営基盤の強化を図り、

積極的な事業展開を進めていくことで企業価

値の向上を図ることを趣旨とする。

(4) 当該事象の経営成績に与える影響

  この譲渡により、平成18年３月期通期連結

決算において、以下の子会社株式売却損益を

計上する見込みである。

① 新日本無線

　 子会社株式売却益 　　　　　約53億円

② アロカ

　 子会社株式売却損 　　　　　約61億円

 

(5) 当該事象の財政状態に与える影響

  譲渡した各連結子会社の平成17年９月30日

現在における財政状態は以下のとおりであ

る。

① 新日本無線グループ

   資産           　　　　59,427百万円　

　

   負債　        　　　　 35,892百万円　

　

   少数株主持分                      -

   資本                   23,535百万円　

　

② アロカグループ

   資産　        　　　　 53,340百万円　

　　　

   負債　        　　　　 15,633百万円

　

   少数株主持分        　　　408百万円

　

   資本　        　　　 　37,297百万円

────── ──────
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５．生産、受注及び販売の状況
１．生産実績

 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期比（％）

無線通信機器事業 54,783 47,676 △13.0

半導体・マイクロ波管事業 28,018 ― △100.0

医用電子機器事業 21,556 ― △100.0

合計 104,358 47,676 △54.3

　（注）１　金額は、販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっている。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

２．受注実績

 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称

受注高 受注残高

前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

前年同期比
（％）

前中間連結
会計期間

当中間連結
会計期間

前年同期比
（％）

無線通信機器事業 57,278 65,185 13.8 33,468 40,623 21.4

半導体・マイクロ波管事業 28,916 ― △100.0 6,183 ― △100.0

医用電子機器事業 23,181 ― △100.0 9,327 ― △100.0

合計 109,376 65,185 △40.4 48,979 40,623 △17.1

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

３．販売実績

 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの名称 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前年同期比（％）

無線通信機器事業 49,930 47,496 △4.9

半導体・マイクロ波管事業 29,316 ― △100.0

医用電子機器事業 21,829 ― △100.0

合計 101,076 47,496 △53.0

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去している。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。
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